

















































(36) F ASB， Exposure Draft侭evised):Foreign Currency Translation， June 30， 1981. 
(37) FASB2， op. cit.， para. 162;国際委員会訳『前掲訳書.!l372頁。
側 FASB2， op. cit.， para. 4;国際委員会訳『前掲訳書.!l309頁。
仰1) r在外事業単位J (foreign entity)とは財務諸表が(a)報告企業の報告通貨以外の
通貨で作成され(b)報告企業の財務諸表と結合されたり，連結されたり，又は持分法で
会計処理されたりする事業(例えば，子会社，部門，支庖，合併事業なとー)J(FASB2， 
op. cit.， para. 162;国際委員会訳『前掲訳書.!l372頁)のことであった。実質的には，
基準書第 8号でいう「在外事業体J (foreign operation)と同じである。

























































(40) FASB2， Op. cit.， para. 69;国際委員会訳『前掲訳書.!340頁。














指 標 外貨が機能通貨と判断される場合 親会場社の通貨が機能通貨と判断さ
れる 合










c .版売市場 在外事業単位の裂品について，カB 販売市場が主として親会社の国内
なりの輸出がある一方，当該国内 に存在するか，または販売契約が
での活発な販売市場が存在する場合。 親会社の通貨建てである場合。
d. 1? 用 在外事業単位の製品やサービスの 在外事業単位の製品やサービスの
労務n.材料費，その他の原価の 労務費，材料費，その他の原価の
大半が当該国内で調達されたもの 大半が継続的に親会社の国内から
(42) FASB2， op. cit.， paras. 6， 80 and 81;国際委只会訳 r前掲訳書.s310頁および344
頁。























制) FASB2， op. cit.， para. 45;国際委員会訳『前掲訳書.!331頁。






る。なお， F A S Bが資産と負債のへッジングを一つの根拠として決算日レート法を
主張した背景には， 1980年の春に， F A S Bとイギリスの会計基準委員会 (A. S. 
c .)とカナダの勅許会計士協会 (C. 1. C. A.) との代表が懇談し，合意に達し
たという事実を見逃すことはできないであろう(中島省吾「外貨表示財務諸表換算基
準の新展開」企業会計34巻 1号 (1982年 1月)， 6頁)。























(46) F ASB 2， Op. cit.， para. 94;国際委只会訳「前拍訳者J 349頁。










制) イギリスの標準会計実務基準書 (SSAP)20号「外貨換算 (Foreign currency 
translation)は，ほとんどの外貨表示財務諸表の換算には決算日レートニ純投資
法J (The c10sing rate / net investment method)が適用されるべきであると規定し
ている。その論拠は，次のように考えられる(John Flower，“F oreign Currency 
Translation，" in Christopher W. Nobes & Robert H. Parker ed.， Comparative 












































































出所:Frederick D. S. Choi & Gerhard G. Mueller， International Accounting， 1984， 
n 14fl (主平安壬U~体 πI ィぃ又 1








上説記換明算手番続号の 記帳通1't*1 機能通貨*2 報告通貨同 再iI!J定
財表示務さ諸れ表ていがな外い貨場合で 本国通貨 本国通貨 本国通貨 不要
③ 現地通貨 現地通貨 本国通貨 不要
④ 現地通貨 本国通貨 本国通貨 必要

















































(50) FASB2， op. cit.， para. 111;国際委員会訳 r前掲訳書.!l354-355頁。
(51) FASB2， op. cit.， para. 13;国際委員会訳 r前掲訳書.!l312頁。



























(52) FASB2， op. cit.， para. 15;国際委只会訳「前掲訳書.!I312頁。































(F ASB2， op. cit.， dissenting opinions of Mr. Block， Mr. Kirk and Mr. Morgan; 
国際委員会訳『前掲訳書J 321頁。)



























(5日R.MacDonald Parkinson， Translation of Foreign Currencies， A Research 




























(56) FASB2， op. cit.， para. 89;国際委員会訳『前掲訳書.JJ347頁。
(57) John Flower， op. cit.， p.311. 


























(5助 FASB3，Public Record， Statement of Financial Accounting Standards No. 52: 
Foreign Currency Translation， Section B， p. 534. 
























資(正味財産)の価値に変化を与える。この価値の変化は， FA S B概念ス
テイトメント第 3号「企業財務諸表の要素」(63)に定義されている「包括的利
的1) FASB2， op. cit.， dissenting opinions of Mr. Block， Mr. Kirk and Mr. Morgan; 
国際委員会訳『前掲訳書.n321頁。
(62) Frederick D. S. Choi & Gerhard G. Mueller， International Accounting， Pren-
tice-Hall， Inc.， 1984， p.154. 
(63) FASB4， Statement of Financial Accounting Concepts No. 3: Elements of 

























































制 FASB2，op. cit.， dissenting opinions of Mr. Block， Mr. Kirk and Mr. Morgan; 
国際委貝会訳「前掲訳書.JJ327頁。
師団 John Flower， op. cit.， p.312. 
制) J ames A. Schweikart，“We must end Consolidation of Foreign Subsidiaries，" 
Management Accounting， August 1981， p.18. 





















フソン (W.H. Beaver & M. A. Wolfson)は，測定基準と換算基準との
結合関係がテンポラル (temporal)であれば，換算.の基本的属性の一つであ
(68) Leonard Lorensen， op. cit.， p.107. 














(70) William H. Beaver & Mark A. W olfson.“Foreign Currency Translation and 
Changing Prices in Perfect and Complete Market." J ournal of Accounting 


















できないというべきであろう J (r上掲論文J 99頁)と主張されている。
米国における外貨換算会計基準の発展とその問題点(2) 115 
というのは，在外事業単位の見地(個別財務諸表のレベル)からすれば，資
産の取得原価は，現地通貨で発生した原価であり，為替レートが変動しでも
影響を受けない。同様に，連結会計の主体である親会社の見地(連結財務諸
表のレベル)からしても，取得原価主義会計を堅持する限り，資産の取得原
価は，現地通貨で原価が発生した時点の為替レートでの換算額であって，為
替レートの変動に対して不変で、なければならない。しかるに，決算日レート
での換算は，原価発生日から決算日までの聞に生じた為替レートの変動に応
じて，決算日に取得原価を評価替えすることと同じ意味をもつことになるか
らである。
以上，基準書第52号に対する主要な批判について検討してきたが，基準書
第52号が，主として，基準書第 8号に対する理論的な立場からの批判という
よりも，むしろ実務的な立場(企業サイド)からの批判に応えるために登場
してきたという事情もあって，実用性(プラグマティックな側面)に重点が
置かれるあまり，理論的武装が不十分になり，その面に対して批判が向けら
れていることがわかる。事実，基準書第52号は，機能通貨という概念を導入
し，この機能通貨の決定を最終的に経営者に任せることを通じて，各企業に，
事実上，テンポラル法か決算日レート法のいずれか好都合な換算方法を選択
することを容認し，外貨換算に関する企業サイドからの不満(ドルの対外的
価値の下落を経験し，巨額の為替換算差損の計上を余儀なくされたことに対
する不満)を解消することに成功したのであるが，決算日レート法と取得原
価主義会計との関係，あるいは，決算日レート法の前提と単一実体を前提と
する連結目的との関係(基準書第 8号に対する批判についての検討で取り上
げたので，ここでは検討を省略した)についての説明には失敗しているとい
える。
(未完)
